
（ ）

99.1

1.3

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

情報通信利用促進支援事
業費補助金

諸謝金

職員旅費

委員等旅費

情報通信技術研究開発調
査費

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

障害当事者参加型のICT機器・サービス開発の推進のための調査等
を実施。（令和元年度「障害者・高齢者のためのインクルーシブ社会推
進事業」（新31-0009）の一部の継続事業として実施。）

32年度要求

0.6

0

98.5

事業番号 0069

高齢社会対策、障害者施策、ＩＴ戦略

31年度当初予算

95

1.5

0.5

0

6.2

103.1 200

「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基
本計画」（令和元年６月14日閣議決定）
「経済財政運営と改革の基本方針2019」（令和元年６月21日
閣議決定）
「成長戦略フォローアップ」（令和元年６月21日閣議決定）
「障害者基本計画」（第四次）（平成30年3月30日閣議決定）
「障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針」
（平成27年2月24日閣議決定）

- -

103.1 200

関係する
計画、通知等

平成３１年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

88 81 100 103.1 200

71 77.9

執行率（％） 92% 88% 78%

平成１３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

身体的な条件や年齢により、ＩＣＴの利用機会に格差(デジタル・ディバイド)が生じないよう、情報のバリアフリー化を促進し、誰もがＩＣＴによる恩恵を受けられ
るようにする。

前年度から繰越し - - -

81

-

補正予算

予備費等

当初予算 100

-

29年度

（１）身体障害者向け通信・放送役務の提供・開発を行う者に対し、国立研究開発法人情報通信研究機構（以下、「ＮＩＣＴ」という。）が、必要な経費の２分の１
を上限として助成
（２）高齢者・障害者の利便の増進に資する通信・放送サービスの充実に向けて、新たな技術等の研究開発を行う者に対し、必要な経費の２分の１を上限と
して助成
（３）障害当事者参加型のICT機器・サービス開発強化のため、障害関連情報について、実際に収集・加工を行い、効果的な障害関連情報共有プラット
フォームの機能について、調査・検証を実施

- -

88

- -

- -

-

通信・放送分野における情報バリアフリー促進支援事業 担当部局庁 情報流通行政局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 情報流通振興課情報活用支援室 室長　村瀬　剛太

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

32年度要求

予算
の状
況

81

実施方法

28年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

総務省設置法第４条第１項第７０号
身体障害者の利便の増進に資する通信･放送身体障害
者利用円滑化事業の推進に関する法律（平成５年法律
第５４号）第２条第４項第１号、第４条第１号及び第２号、
第５条第１項

主要政策・施策

一般会計

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

92% 88% 78%

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



　

30年度

7,108

28年度

28年度

年度-

- 年度
28年度 29年度 30年度

中間目標 目標最終年度

31 年度

- - - - -

25 25 25

年度

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

132 -

70

- -

70

- -

70

-

達成度

92.6

31

70

年度

年度

-

70

-

- - - - -

35,129/3

25

34,800/4

25

31年度活動見込

目標最終年度

1

31,533/4

29年度

37,732/5

障害当事者参加型の仕組みの構築のための検討会開
催回数

活動実績 回

当初見込み 回

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

単位

4 6 6

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

事業化率25％以上

「デジタル・ディバイド解消
に向けた技術等研究開発
支援」事業終了後３年以上
経過した案件の事業化率
平成26年度までに終了した
事業についての事業化率
等は次のとおり。
＜成果実績＞33.3％
＜目標値＞25％
＜達成度＞133％

成果実績 ％

目標値

達成度

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

28年度

29年度 30年度

単位当たり
コスト

成果指標 単位

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

33

単位

「身体障害者向け通信・放送役務の提供・開発等の推
進」の助成実績額、助成件数を元に、1件あたりの平均

助成額を算出。
（単位当たりコスト）＝（助成実績額）÷（助成件数）

単位当たり
コスト

30年度
中間目標

単位

「身体障害者向け通信・放
送役務の提供・開発等の推
進」助成終了後２年経過時
の事業継続率
平成27年度までに終了した
事業についての事業化率
等は次のとおり。
＜成果実績＞92.9％
＜目標値＞70％
＜達成度＞133％

目標値

成果指標 29年度

障害関連情報共有プラット
フォームの構築

成果実績

％

件

事業継続率70％

定量的な成果目標

％

46,692/5

28年度

件

31,126/5

9,338 11,710 8,700 10,733

計算式

「デジタル・ディバイド解消に向けた技術等研究開発支
援」の助成事業者数

42,648/6

-

31年度活動見込

7,883 6,225

達成度 ％

千円/件 42,932/4

％

「身体障害者向け通信・放送役務の提供・開発等の推
進」助成事業者数

障害関連情報共有プラット
フォームの構築

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

活動指標

7,546

活動実績

30年度

- -

千円

活動実績 件

当初見込み 件

- - -

29年度

29年度 30年度

5 3 4

4 5 5

5 3 4

28年度

28年度 29年度 30年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

件

千円

活動指標

計算式 千円/件

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

「デジタル・ディバイド解消に向けた技術等研究開発支
援」の助成実績額、助成件数を元に、１件当たりの平均

助成額を算出。
（単位当たりコスト）＝（助成実績額）÷（助成件数）

定量的な成果目標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
担当課による補助事業者への追跡調査

- -

4 5

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

- 5

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

6

-

6

31年度
活動見込

32年度
活動見込

チェック

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
担当課による補助事業者への追跡調査

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」、「成長戦略フォローアップ」



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

「デジタル・ディバイド解消に向けた技術等研究開発支
援」事業で３年以上前に終了した案件の事業化率

単位当たり
コスト

算出根拠

-

施策 ２．情報通信技術高度利活用の推進

-

政策 Ⅴ．情報通信（ＩＣＴ政策）

測
定
指
標

計算式 　　/

実績値 ％ 50

単位
年度年度

中間目標 目標年度
28年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

障害者・高齢者を対象とする情報通信機器・役務の開発・提供を助成することにより、障害者・高齢者のICT利活用が促進され、デジタル・ディバイド
（情報格差）という社会課題の解決に寄与する。

31
定量的指標

44

事業所管部局による点検・改善

-

本事業による国から民間事業者等への補助率は1/2以内で
あり、民間事業者等にも相応の負担を求めている。

国
費
投
入
の
必
要
性

無

○

-

- -

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

検討会開催に要する費用／検討会開催回数

-

‐

○

29年度 30年度

‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

事業実施段階においては、採択事業者に対し見積比較の徹
底等を求めるとともに、事業実施途中に、現地での実地調査
等を実施して補助対象事業者の事業計画等を監督するこ
と、事業実施途中及び事業完了後に支出に関する証憑書類
を提出させ、確認を行うことにより、補助対象経費の執行の
適正性・効率性を確保している。

○

民間事業者等への交付決定に当たっては、外部有識者で構
成される評価会において事業の実施計画・予算計画の評価
を行い、交付要綱に沿って助成の目的に合致するか否かを
チェックいただいており、目的に即したものとなっている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

情報バリアフリーを進めていく上で、民間の力を活用していく
ことが効率的であり、本事業による助成を通じてリスクを軽減
しつつ民間の参入を促進していくことが必要かつ適切。
また、障害者基本計画、世界最先端IT国家創造宣言に本件
の推進が掲げられているなど、優先度の高い事業である。

採択評価に当たっては、技術・財務の両面において各方面
の外部有識者からの評価を受け、採択の可否のみならず、
採択額についてもチェックされており、採択の可否及び助成
額ともに妥当であるとされていることから、単位当たりのコス
ト水準は適切である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

無

33.3 -

目標値 ％

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

助成対象事業に関し、公募により提案された事業について
は、外部有識者で構成された評価会からの公正かつ客観的
な評価に基づいて採択の可否が決定されており、選定過程
は適切である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

○

28年度 29年度 31年度活動見込

-

単位 30年度

単位当たり
コスト

25 25

評　価項　　目

情報バリアフリーについては、障害者基本法において配慮義
務等が規定され、障害者差別解消法及び基本方針において
合理的配慮を的確に行うための環境の整備として努力義務
とされ、障害者基本計画において、取組促進が掲げられてい
る。情報バリアフリーの促進を目的とする本事業は、国民・社
会のニーズを的確に反映している。

2525 25

情報バリアフリーについては、市場が限られていることから、
民間事業者が参入を躊躇する状況が認められる。また、居
住地域によらず情報バリアフリー化を促進していく必要があ
るため、法の趣旨を踏まえ全面的に地方公共団体に委ねる
ことも適当でない。

○

○

－

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

－



点検結果
点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は当初の見込みを達成している。また、外部有識
者で構成される評価会において、目標を達成しているとの評
価を受けているものであり、着実に実施している。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

身体障害者向け通信・放送役務の提供・開発等推進に係る
助成事業の目標として、助成終了後２年経過時の事業継続
率を70％以上と掲げているところ、平成27年度までの助成対
象事業では事業継続率92.9％となっており、目標に見合った
実績となっている。
デジタル・ディバイド解消に向けた技術等研究開発支援に係
る助成事業の目標として、助成終了後３年以上経過した案件
の事業化率を25％以上と掲げているところ、平成26年度まで
の助成対象事業の事業化率は33.3％となっており、目標に見
合った実績となっている。

改善の
方向性

○

○

○

‐

身体障害者向け通信・放送役務の提供・開発等推進に係る
助成事業の目標として、助成終了後２年経過時の事業継続
率を70％以上と掲げているところ、平成27年度までの助成対
象事業では事業継続率92.9％となっており、十分に活用され
ている。
デジタル・ディバイド解消に向けた技術等研究開発支援に係
る助成事業の目標として、助成終了後３年以上経過経過した
案件の事業化率を25％以上と掲げているところ、平成26年度
までの助成対象事業の事業化率は33.3％となっており、成果
が活かされている。

・障害者向けの通信・放送サービスの充実を目的とした施策
であり、類似の事業はない。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

民間の力を活用して情報バリアフリー環境を整備すること
は、国が単独で実施する場合と比較して効率的・経済的であ
る。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

・引き続き、外部有識者からなる評価会において評価を実施することで優れた提案を採択するとともに、実地調査等の実施により補助対象事
業者の事業計画等を監督するなど、予算の適正な執行を図る。

・障害者や高齢者の社会参画と生活の質の向上にＩＣＴが果たす役割は大きく、また、利用者から強い要望がある一方で、情報バリアフリー関連
の市場は比較的規模が小さく、民間企業が事業リスクの高さ等を理由に積極的な参入を避ける傾向があることから、国の財政的支援等による
インセンティブを付与し、かかる役務の提供、開発を促進していくことが必要である。
・本事業の支出先の選定に当たっては、広く公募を行うとともに、提案事業について外部有識者からなる評価会において評価を実施すること
で、より社会的に有用な優れた提案を採択しており、競争性を担保している。また、年度途中に補助対象経費の支出に関する報告書の確認を
含め、必要に応じて現地での実地調査等を実施しており、経費の執行の適正性を確保している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－

事業番号 事業名所管府省名



( )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度 64

73 平成25年度 76

平成26年度 71 平成27年度 73 平成28年度 67

平成22年度 68 平成23年度 68 平成24年度

平成30年度 総務省 　 0064

－

事
業
内
容

の

一
部
改
善

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

執
行
等
改

善

アウトプット指標だけでみれば当初見込みどおりとなっている。しかし、アウトカムの設定が事業実施途中での評価が困難なものとなっているために、全体として点
検評価することが困難。

本事業は、助成金により障害者の情報バリアフリーを支援するICT機器・サービスを開発し、継続的に供給することを目的とするため、アウトカムを
事業継続率、事業化率とさせていただいている。このため、本助成事業について、その事業の性質上、助成中にそれらを評価することは難しいた
め、助成終了後一定年数経過した事業の継続率、事業化率をアウトカム指標としている。
引き続き適正な予算執行に努めながら、より多くの採択案件が事業化されるよう、補助事業の質を確保して参りたい。

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

総務省

８２百万円

【補助】

【補助】 【補助】

Ｄ．民間企業（３者）

３百万円

【一般競争契約】

Ｂ．民間企業等（５者）

３８百万円

身体障害者向け通信・放送役務
の提供、開発等の推進

情報収集等調査等の実施
情報バリアフリー通信・放
送役務の提供、又は開発

【補助】

Ｃ．国立研究開発法人

情報通信研究機構

３百万円

Ａ．国立研究開発法人

情報通信研究機構

３９百万円

「情報バリアフリーの情報
提供サイト」の管理・運営

助成金交付事務（事務手
続、評価委員会の開催、

検査等）

Ｅ．民間企業等（４者）

３５百万円

デジタル・ディバイド解消に向
けた技術等研究開発支援

デジタル・ディバイド解消に
向けた技術等研究開発

補助事業執行に係る諸経費

１百万円

①評価会構成員謝金０．７百万円

②評価会構成員旅費０．００４百万円

③職員旅費０．２百万円

④パンフレット印刷費０．０９百万円

【一般競争契約（総合評価）】

Ｆ．株式会社野村総合

研究所

４百万円

ICTを活用した共生社会実
現に向けた状況調査等の

請負



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1
国立研究開発法人
情報通信研究機構

7012405000492 情報提供業務の実施 2.9 補助金等交付 - - -

4

5

株式会社SOBAプロ
ジェクト

5130001025904
非同期対話機能による手
話動画コールセンター向け
サービスの提供

6.4 補助金等交付 - - -

特定非営利活動法
人メディア・アクセス・
サポートセンター

4010405008138
映画・映像・舞台芸術・防災
等に対応したクラウド型情
報保障サービスの提供

4.3 補助金等交付 - - -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社アイエス
ゲート

8010601030874

聴覚障害者向けX線検査
支援システムの追加機能
開発および放射線治療支
援システムの開発

10.3 補助金等交付 - -

補助金等交付 - - -

株式会社ビューティ
フルワンズ

7010001160835
文化観光施設における多
言語解説タブレット端末貸
出サービスの試験運用

6.6 補助金等交付 - - -

2

-

株式会社アイセック・
ジャパン

5360001008233
聴覚障がい者向けライブ字
幕サービス

10.1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-助成金の交付

契約方式等

補助金等交付

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

3.9

- -

法　人　番　号

7012405000492 38.7

入札者数
（応募者数）

落札率

E.シナノケンシ株式会社 F. 株式会社野村総合研究所

費　目

補助事業実施に係る研究会構成員旅費 0.6

1

計 12.1 計

その他
補助事業実施に係る外注費、その他諸経
費

8.2

計 2.9 計 1.5

人件費・謝金 補助事業従事者に係る人件費 3.2

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物品費 補助事業実施に係る消耗品費 0 調査費 人件費、謝金、旅費、印刷費、会場設営費 3.9

旅費

C.国立研究開発法人情報通信研究機構 D.株式会社綜合キャリアオプション

費　目 使　途

外部請負費
「情報バリアフリーのための情報提供サイ
ト」のトピック記事原稿等の作成費用

1.3

外部請負費 助成金パンフレットの修正及び印刷 0.1

外部請負費
「情報バリアフリーのための情報提供サイ
ト」のホームページ更新ファイル作成等費用

1.5 外部請負費
「情報バリアフリーのための情報提供サイ
ト」のホームページ更新ファイル作成等費用

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

外注費・委託
費

身体障害者向け通信・放送役務提供・開発
推進助成金

費　目

計 38.7 計 10.3

費　目 使　途

実地検査旅費 0.1
消耗品・諸経
費

0.5

8.8

B.株式会社アイエスゲート
金　額

(百万円）

37.7

要件定義、システム設計、製造、評価に関
する費用

委員謝金 評価委員会委員諸謝金

コンテンツ／デザインの制作、評価検証の
委託費用

0.8 労務費

使　途

助成金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

試作品の製作等の部品および製品の購入
費用、学会等への出張費用

1.5

金　額
(百万円）

A.国立研究開発法人情報通信研究機構

出張費

1

国立研究開発法人
情報通信研究機構

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

チェック



D

E

F

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社野村総合
研究所

4010001054032
ICTを活用した共生社会実
現に向けた状況調査等の
請負

3.9
一般競争契約
（総合評価）

1 98.1％ -

1

2

3

4

富士通株式会社 1020001071491
生活環境における聴覚障
害者の気づきとコミュニ
ケーション支援の研究開発

7.3 補助金等交付 - - -

プログレス・テクノロ
ジーズ株式会社

3011201013555
QRコードとマシンビジョンに
よる視覚障碍者の歩行誘
導サービスの開発

8.5 補助金等交付 - - -

1

2

3

株式会社ケイ・ライ
ターズクラブ

3011101006246
「情報バリアフリーのため
の情報提供サイト」のトピッ
ク記事原稿等の作成

1.3
一般競争契約
（最低価格）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社綜合キャリ
アオプション

3011001037077

「情報バリアフリーのため
の情報提供サイト」のホー
ムページ更新ファイル作成
等

1.5
一般競争契約
（最低価格）

- - -

フジサービス株式会
社

4010401026804
助成金パンフレットの修正
及び印刷

0.1
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

シナノケンシ株式会
社

7100001011005

学習障害者等の自立を支
援するＥＰＵＢを活用した学
習支援システムの研究開
発

12.1 補助金等交付 - - -

東京マルチメディア
放送株式会社

8010001128105

V-Lowマルチメディア放送
波とLPWAを用いた聴覚障
害者への防災・生活情報コ
ミュニケーションシステム

6.8 補助金等交付 - - -
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